
比 較 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）
第 １ ２ ６ 期 第 １ ２ ５ 期

平成１４年３月３１日 平成１３年３月３１日
金  額 構成比 金  額 構成比 （△印  減）

（資  産  の  部） ％ ％
 流   動   資   産 116,642 38.3 109,401 36.5 7,241

現 金 及 び 預 金 713 1,880 △ 1,167
受 取 手 形 2,138 2,648 △ 510
売 掛 金 82,979 76,789 6,190
製 品 13,640 13,471 169
原 材 料 5,241 4,583 658
仕 掛 品 5,599 4,619 980
貯 蔵 品 1,073 1,022 51
前 払 費 用 387 286 101
繰 延 税 金 資 産 1,475 1,226 249
短 期 貸 付 金 650 688 △ 38
未 収 入 金 2,679 2,237 442
そ の 他 の 流 動 資 産 456 264 192
貸 倒 引 当 金 △ 392 △ 316 △ 76

 固   定   資   産 188,217 61.7 190,293 63.5 △ 2,076
有 形 固 定 資 産 80,029 82,130 △ 2,101

建 物 22,218 22,750 △ 532
構 築 物 2,319 2,445 △ 126
機 械 装 置 34,792 38,447 △ 3,655
車 両 運 搬 具 451 476 △ 25
工 具 器 具 備 品 5,748 6,139 △ 391
土 地 9,707 9,711 △ 4
建 設 仮 勘 定 4,791 2,159 2,632

無 形 固 定 資 産 3,303 4,052 △ 749

ソ フ ト ウ ェ ア 3,195 3,939 △ 744
施 設 利 用 権 74 88 △ 14
諸 権 利 33 24 9

投     資     等 104,884 104,110 774

投 資 有 価 証 券 55,094 65,078 △ 9,984
子 会 社 株 式 32,818 27,489 5,329
出 資 金 50 139 △ 89
子 会 社 出 資 金 1,480 308 1,172
長 期 貸 付 金 921 1,312 △ 391
長 期 前 払 費 用 3,234 1,150 2,084
繰 延 税 金 資 産 9,746 6,652 3,094
そ の 他 の 投 資 2,355 2,518 △ 163
貸 倒 引 当 金 △ 816 △ 539 △ 277

  資    産    合    計   304,860 100.0 299,695 100.0 5,165

増   減事業年度
科 目
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（単位：百万円）
第 １ ２ ６ 期 第 １ ２ ５ 期

平成１４年３月３１日 平成１３年３月３１日
金  額 構成比 金  額 構成比 （△印  減）

（負  債  の  部） ％ ％
 流   動   負   債 122,472 40.1 119,439 39.8 3,033

支 払 手 形 14,963 13,620 1,343
買 掛 金 28,512 28,025 487
一 年 内 償 還 社 債 － 10,000 △ 10,000
コマーシャルペーパー 2,000 － 2,000
短 期 借 入 金 51,327 43,071 8,255
未 払 金 2,044 1,689 355
未 払 費 用 11,225 8,078 3,147
未 払 法 人 税 等 3,160 4,789 △ 1,629
預 り 金 9,074 7,072 2,002
賞 与 引 当 金 － 2,935 △ 2,935
そ の 他 の 流 動 負 債 163 156 7

 固   定   負   債 55,073 18.1 56,203 18.8 △ 1,130
社 債 30,000 20,000 10,000
長 期 借 入 金 1,749 11,314 △ 9,565
退 職 給 付 引 当 金 22,548 24,216 △ 1,668
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 458 352 106
そ の 他 の 固 定 負 債 316 319 △ 3

  負    債    合    計   177,546 58.2 175,642 58.6 1,904

（資  本  の  部）
 資      本      金 38,909 12.8 38,909 13.0 －

資 本 金 38,909 38,909 －

 法  定  準  備  金 40,545 13.3 40,545 13.5 －
資 本 準 備 金 31,892 31,892 －
利 益 準 備 金 8,653 8,653 －

 剰      余      金 30,123 9.9 21,140 7.1 8,983
配 当 引 当 積 立 金 700 700 －
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,993 1,569 424
特 別 償 却 準 備 金 220 200 20
海外投資等損失準備金 4 4 0
別 途 積 立 金 14,900 24,900 △ 10,000
当 期 未 処 分 利 益 12,305 △ 6,233 18,538
[ う ち 当 期 利 益 ] [ 8,983 ] [△ 8,927 ] [ 17,910 ]

 評  価  差  額  金 17,743 5.8 23,457 7.8 △ 5,714
その他有価証券評価差額金 17,743 23,457 △ 5,714

 自   己   株   式 △ 7 0.0 － － △ 7
自 己 株 式 △ 7 － △ 7

  資    本    合    計   127,314 41.8 124,052 41.4 3,262

負 債 及 び 資 本 合 計 304,860 100.0 299,695 100.0 5,165

増   減事業年度
科 目
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比 較 損 益 計 算 書

（単位:百万円）

                    事業年度    自平成13年4月 1日    自平成12年4月 1日
  科  目    至平成14年3月31日    至平成13年3月31日

金   額 百分比 金   額 百分比

(経 常 損 益 の 部) % %

営  業  損  益  の  部

売 上 高 227,245 100.0  220,161 100.0  7,084
売 上 原 価 160,054 70.4   156,485 71.1   3,569
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 50,001 22.0   49,054 22.3   947

営  業  利  益 17,188 7.6    14,621 6.6    2,567

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益 2,430 1.1    2,178 1.0    252

受 取 利 息 138 67 71
受 取 配 当 金 827 789 38
雑 収 入 1,464 1,322 142

営 業 外 費 用 4,481 2.0    3,696 1.6    785

支 払 利 息 1,629 1,825 △ 196
雑 損 失 2,852 1,870 982

経  常  利  益 15,138 6.7    13,103 6.0    2,035

(特 別 損 益 の 部)

特  別  利  益 1,921 0.8    10,412 4.7    △ 8,491

固 定 資 産 売 却 益 1,921 1,386 535
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － 473 △ 473
退 職 給 付 信 託 設 定 益 － 8,552 △ 8,552

特  別  損  失 1,631 0.7    38,565 17.5   △ 36,934

固 定 資 産 廃 棄 売 却 損 885 1,326 △ 441
投 資 有 価 証 券 評 価 損 615 190 425
子 会 社 株 式 評 価 損 － 27,926 △ 27,926
子 会 社 出 資 金 評 価 損 106 － 106
子 会 社 整 理 損 － 184 △ 184
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 23 459 △ 436
退 職 給 付 費 用 － 8,478 △ 8,478

税 引 前 当 期 利 益 15,428 6.8    △   15,049 △6.8  30,477

法人税、住民税及び事業税 5,717 2.5    5,747 2.6    △ 30

法  人  税  等  調  整  額 728 0.3    △   11,869 △5.3  12,597

当     期     利     益 8,983 4.0    △    8,927 △4.1  17,910

3,322 2,693 629

12,305 △    6,233 18,538

金  額

当 期 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益

第 1 2 6 期 第 1 2 5 期 増  減
(△印 減)
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（単位：百万円）

１． 有形固定資産の減価償却累計額 257,696 254,514

２． 80,378 63,698
（うち経営指導念書等によるもの） （ 4,868 ） （ 8,453 ）

貸借対照表注記事項

第 １ ２ ６ 期 第 １ ２ ５ 期
項 目

平成14年3月31日 平成13年3月31日

保 証 債 務
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重要な会計方針

１.たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品､原材料､仕掛品及び貯蔵品の評価基準及び評価方法は､移動平均法による原価法である｡

2.有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの       当決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

時価のないもの 移動平均法による原価法

3.デリバティブの評価基準及び評価方法     時価法

4.固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物及び尾道工場 定額法

上記以外 定率法

(2) 無形固定資産

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間に基づく定額法を採用している。

5.引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

6. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、当決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理している。

7.リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては､通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている｡

8.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税等の会計処理は､税抜方式によっている｡
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9.追加情報

(1) 未払従業員賞与

従来、従業員賞与の支給に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を「賞与引当金」とし

て表示していたが、リサーチ・センター審理情報［No.15］「未払従業員賞与の財務諸表にお

ける表示科目について」（日本公認会計士協会 平成 13 年 2 月 14 日）が公表されたことによ

り、当期より「未払費用」に含めて表示している。なお、当期末における金額は、3,015 百万

円である。

(2) 自己株式

従来、「その他の流動資産」に含めて表示していたが、当期より資本に対する控除項目とし

て、資本の部の末尾に記載している。
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（リース取引関係） （単位:百万円）
第 1 2 6 期 第 1 2 5 期

項         目 自平成13年4月 1日 自平成12年4月 1日
至平成14年3月31日 至平成13年3月31日

1. ﾘｰｽ物件の所有権が借主に 1.  ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､減価 1.  ﾘｰｽ物件の取得価額相当額､減価
移転すると認められるもの以 償却累計額相当額及び期末残高相 償却累計額相当額及び期末残高相
外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 当額 当額

取得価額減価償却 期末残高 取得価額減価償却 期末残高
累計額 累計額

相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額
工具器具 工具器具
備    品 2,901 1,702 1,199 備    品 4,032 2,460 1,572
車両運搬具 77 42 34 車両運搬具 106 64 41
合  計 2,978 1,744 1,233 合  計 4,139 2,524 1,614

(注)取得価額相当額は､未経過ﾘｰｽ (注)取得価額相当額は､未経過ﾘｰｽ
 料期末残高が有形固定資産の期  料期末残高が有形固定資産の期
 末残高等に占める割合が低いた  末残高等に占める割合が低いた
 め､支払利子込み法により算定し  め､支払利子込み法により算定し
 ている｡  ている｡

2. 未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額 2. 未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額

1年内 613 1年内 780
1年超 620 1年超 833
合 計 1,233 合 計 1,614

(注)未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額 (注)未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額
 は､未経過ﾘｰｽ料期末残高が有形  は､未経過ﾘｰｽ料期末残高が有形
 固定資産の期末残高等に占める  固定資産の期末残高等に占める
 割合が低いため､支払利子込み  割合が低いため､支払利子込み
 法により算定している｡  法により算定している｡

３. 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 ３. 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額

支払ﾘｰｽ料 837 支払ﾘｰｽ料 1,017
減価償却費相当額 837 減価償却費相当額 1,017

4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法
  ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存   ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存
価額を零とする定額法によって 価額を零とする定額法によって
いる｡ いる｡

2. ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｰｽ取引 1. 未経過ﾘｰｽ料 1. 未経過ﾘｰｽ料

1年内 21 1年内 7
1年超 32 1年超 10
合 計 54 合 計 17

（有価証券）

                子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 該当なし
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比較利益処分（損失処理）
（単位：百万円）

第１２６期(案) 第１２５期
自平成13年4月 1日 自平成12年4月 1日
至平成14年3月31日 至平成13年3月31日

△

△

計

これを下記のとおり処分(処理)
いたしたいと思います。

１株につき６円

（うち監査役賞与金） ) ) )
△

△

△

部  門  別  売  上  高
（単位：百万円）

第１２６期 第１２５期 増  減（△印 減）

自平成13年4月 1日 自平成12年4月 1日
至平成14年3月31日 至平成13年3月31日

△ △

△ △

合      計

内  輸  出

（注） ＭＢはマルチプル・ビジネス（多角化し、拡大する事業）の略

644 －
70
0

60
( 4 ( 4

295349

60 －
( －

24
0

354

644

6,500

2,055

8,586

10,000
0
0

47

18,538

644

6,233

221
49
0

10,000

4,037

3,322

46
－

2,968

6,500 －

－

－

12,623

2,055

12,305

268
49
0

小   計

Ｍ
 
Ｂ

配 当 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

特 別 償 却 準 備 金
海外投資等損失準備金

次 期 繰 越 利 益

別 途 積 立 金

役 員 賞 与 金

固定資産圧縮特別勘定積立金

7,084

9,104

当 期 未 処 分 利 益

固定資産圧縮積立金取崩額
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額
海外投資等損失準備金取崩額

別 途 積 立 金 取 崩 額

タ イ ヤ

工 業 品

航 空 部 品

8,849

1,954

189

1,766

18,495

67,888

220,161

43,833

5.8

4.0

1.0

2.6

3.2

20.8

161,122

47,438

18,684

66,122

227,245

52,937

152,273

49,392

事 業 年 度
科 目

部 門

事業年度

金 額 率

増  減
（△印 減）
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10

                        役  員  の  異  動（6 月 27 日付）

（１） 新任取締役候補

        取  締  役   佐藤  立丞  （スポーツ事業部長）

        取  締  役   檀上  正通  （ハマタイト事業部長）

        取  締  役   小島  達成  （経理部長）

        取  締  役   高山  章久  （タイヤ生産技術部長）

        取  締  役   弓削  道雄  （株式会社みずほ銀行京都中央支店長）

          （注）(       )内は現職

（２） 新任監査役候補

        監  査  役（常勤）  鈴木  誠一（購買部長）

          （注）(       )内は現職

（３） 退任予定取締役

        常務取締役   中西  謙三 (ハマゴムエイコム(株)代表取締役社長に就任予定)

        取  締  役   天野  皓司 (シーアイ化成(株)取締役兼常務執行役員に就任予定）

（４） 退任予定監査役

        監  査  役 (常勤)   飯岡     肇

（５）昇          格

        専務取締役   清浦  奎明 (常務取締役)

        常務取締役   岡本  和雄 (取  締  役)

        常務取締役   山下    隆 (取  締  役)

        常務取締役   南雲  忠信 (取  締  役)

        常務取締役   上田  啓吾 (取  締  役)

        常務取締役   杉本    孝 (取  締  役)

                                                                       以 上


